
（款）5総務費　　　（項）5下水道総務費　　　（目）5一般管理費　

◎下水道普及促進の経費

【総合計画上の位置づけ】

下水道・河川：公共下水道の整備や良好な水辺環境の実現が図られているまち

【事業の目的】
対象

意図

効果

【事業の内容】
(1)

・

(2)
・

【事業費】

主な支出内訳
・

・

計 167,416人 154,608人 92%
大船処理区 94,680人 84,260人 89%
鎌倉処理区 72,736人 70,348人 97%

水洗化率
処 理 区 水洗化対象人口（A) 水洗化人口（B) 水洗化率（B/A)

29,105
不用額当初予算額 予算現額

106,530 69,530 40,425
支出済額 翌年度繰越額

　共同私設下水道補助金　　5件 12,356
　くみとり便所改造資金貸付金　　1件 1,138
　浄化槽廃止資金貸付金　　57件 17,385

　雨水貯留施設転用補助金　　2件 80
　小型低地ポンプ補助金 0

水洗化改造支援事業
　便所改造等補助金　　197件 8,288

水洗化普及促進事業
499　排水施設確認申請予備審査委託料

水洗化普及促進事業
下水道供用開始対象者へ下水道接続のための普及・啓発を行った。

（単位：千円）

水洗化改造支援事業
水洗化改造家屋に対する助成を行った。

水洗化率の向上を図る。

市民等

水洗化の普及促進を図るため。

安全で快適な生活が送れるまち

水洗化普及促進事業 【 下水道課 】

ジは



事務事業

№/名　称
事務事業 533 水洗化普及促進事業

単　　　位 1251 水洗化貸付事業

1251 水洗化補助事業

主管課 下水道課 関連課

分野名 下水道課・河川課

目標
（目標値）
人口等の データ区分

データ 人　　　口
世　帯　数

運営資源 決算値

状　　　況 （国　・　県）

（負担金等）

（一般財源）

人員配置数

人 件 費

協　働　の
パートナー

事務事業
運営経費

市民１人当
りの経費

対象者１人
当りの経費

　２０年度事務事業の変更点（新規・廃止・縮小した個別事業）/事業仕分けの視点による妥当性の評価

変更額（千円） 妥当性※

△20,000 ④ ※妥当性の評価

△17,000 ④ ① 必要性なし

② 民間

③ 国・県

④ 現行どおり(鎌倉市)

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 97.00% 97.50% 97.75%

実績値 92.02% 92.35%

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

　　評価　　◎：目標を達成　　○：目標に向かって前進している　　△：横ばい　　×：後退している

　ベンチマーク（県内外自治体や民間団体との比較値）

団体名 鎌倉市 横浜市 川崎市 横須賀市 平塚市 藤沢市 小田原市
H19人口普及率 96.26% 99.7% 99.3% 97.4% 94.90% 96.58% 79.63%
H19水洗化率 92.02% 94.58% 97.18% 89.05%

相模原市 秦野市 厚木市 大和市 伊勢原市 海老名市 座間市 綾瀬市
94.51% 77.79% 88.33% 92.08% 75.89% 96.38% 95.63% 93.16%
97.52% 87.67% 98.62% 94.79% 91.21% 98.55% 88.63% 98.78%

普及が進み、対象者数が減少したため

普及が進み、対象者数が減少したため

個別事業名

1251　水洗化貸付事業

1251　水洗化補助事業

２０年度

事業の変更点・変更理由

指　　標

１９年度 １８年度

175,902人 175,051人

指　　標

水洗化率

指　　標

■サービス部門

□支　援　部 門

ザイムス
コード及び
個別事業
名

176,484人

評価

評価

評価

都整-37 水洗化普及促進事業

・各年4月1日

77,430世帯 76,536世帯 75,611世帯

○

71,678千円
7.9人7.5人 7.9人

8,067円

67,120千円

107,545千円 132,972千円

71,404千円

評価

最終年度（　　年度）

119,277千円 

119,277千円

22年度 最終年度（  年度）

水洗化普及促進を図ります。

平成20年度末目標値　水洗化率97.5％

99.00%

190,955千円総事業費

40,425千円 61,568千円 

40,425千円 61,568千円

茅ヶ崎市
94.51%

97.30%95.28%

逗子市
100.00%

609円 756円 1,091円

水洗化対象者

H20　　13,331人
H19　　16,215人
H18　　17,239人

8,201円 36,722円

98.00%

南足柄市
60.5%

最終年度（　　年度）

備　　考

32.4%
三浦市

最終年度（　　年度）

平成21年度事務事業評価シート

22年度

22年度

指　　標

22年度



A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

担当部名 部長名

創意・工夫・
課題等改善
状況

（上記対応できなかった課題・問題点について今後どのように対応（改善）していきますか）

平成21年度事務事業評価シート

二次評価（部長評価）

今後の方向性

担当課長氏名： 下水道課課長代理　高宮　淳

・くみ取り便所の改造や浄化槽利用からの改造をしない、下水道に未接続のままである理
由には、金銭的な問題や、利権関係等、やむをえない理由で改造ができない場合や、老
朽化による建替え予定等の場合があるが、これらについて記録された個別台帳が手書き
であり、今後、入力作業によりデジタル化を図るとともに、積極的な啓発を進める。
・建築指導課を通じ、建築確認民間審査機関に対し、今後も指導等を依頼する。

・未接続家屋のうち、浄化槽利用家屋については、改造義務は生じるのみで、処分規定等
がないため、改造に対しての強制力がない。
・排水設備の無断工事が見受けられる。

（20年度事務事業を実施するうえでの課題・問題点は、どのようなことでしたか）

（課題・問題点についてどのような創意工夫、改善をしましたか。また、どのような成果がありましたか）

（20年度事務事業の取組において対応（解決）できなかったものはどのようなことですか）

・補助金・貸付金制度の対象期間を供用開始時点から3年間としているため、期間が終了することの
周知と、再度の改造を促進することを目的に文書で通知している。
・建築確認申請時の協議時に、排水設備確認申請届の提出指導を実施している。

課題・問題点

未解決の課
題・問題点

今後の方針
（対応・改善）

創意・工夫・課
題等の改善点
20年度の成果

Ｂ

・くみ取り便所の改造義務期間3年を過ぎても改造が行われない家屋が残っている。また、
浄化槽利用家屋で補助金・貸付金制度の対象期間3年を過ぎても改造が行われない家屋
がある。
・建築確認申請で民間審査機関に申請されたものに対し、排水設備確認申請書の提出指
導が十分にできていない。

都市整備部 高橋　洋

一次評価（課長評価）

Ｂ

今後の方向性
下水道整備が進む中で、普及促進を図り接続率の向上を図る。

未接続家屋の減少に向け、効果的な方策を検討する。また、貸付金返還金の滞納対策としては法的処
置を含めて検討し、実効性のある対策を行う。


